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市第２号議案   

   横浜市一般職職員の休暇に関する条例の一部改正 

 横浜市一般職職員の休暇に関する条例の一部を改正する条例を次

のように定める。 

   令和７年５月23日提出 

                 横浜市長 山 中 竹 春  

横浜市条例（番号） 

   横浜市一般職職員の休暇に関する条例の一部を改正する 

条例 

横浜市一般職職員の休暇に関する条例（平成４年３月横浜市条例

第３号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１項第16号中「定める者」の次に「（第５条の３第１項

において「配偶者等」という。）」を、「定める世話」の次に「（

以下「介護等」という。）」を加え、「当該世話」を「当該介護等

」に改める。 

第５条の２の次に次の２条を加える。 

（介護等についての申出があった場合における措置等） 

第５条の３ 任命権者は、職員から配偶者等が当該職員の介護等を

必要とする状況に至ったことの申出があったときは、当該職員に

対して、仕事と介護等との両立に資する制度又は措置（以下「介

護両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるとともに

、介護両立支援制度等の請求又は申告に係る意向を確認するため

の面談等の措置を講じなければならない。 

２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が40歳に達した日の属す

る休暇年度において、前項に規定する事項を知らせなければなら
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ない。 

 （勤務環境の整備に関する措置） 

第５条の４ 任命権者は、介護両立支援制度等の請求又は申告が円

滑に行われるようにするため、次に掲げる措置を講じなければな

らない。 

 (1)  職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施 

 (2)  介護両立支援制度等に関する相談体制の整備 

 (3)  その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措

 置 

  附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

   提 案 理 由 

介護両立支援制度等に関し任命権者が講ずべき措置等に係る規定

を新設するため、横浜市一般職職員の休暇に関する条例の一部を改

正したいので提案する。 
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参  考  

横 浜 市 一 般 職 職 員 の 休 暇 に 関 す る 条 例 （ 抜 粋 ）  

                     上 段  改 正 案    
                    (下 段  現  行) 

（ 特 別 休 暇 ） 

第 ４ 条  職 員 は 、 特 別 休 暇 と し て 次 の 各 号 に 掲 げ る 休 暇 を 当 該 各 号 

に 掲 げ る 場 合 に 受 け る こ と が で き る 。 

   （ 第 １ 号 か ら 第 15 号 ま で 省 略 ） 

 (16)  短 期 介 護 休 暇  配 偶 者 、 父 母 、 子 、 配 偶 者 の 父 母 そ の 他 人 事 

            （ 第 ５ 条 の ３ 第 １ 項 に お い て 「 配 偶 者 等 
委 員 会 規 則 で 定 め る 者 

 

」 と い う 。 ） 
で 負 傷 、 疾 病 又 は 老 齢 に よ り 人 事 委 員 会 規 則 で 定 

 

め る 期 間 に わ た り 日 常 生 活 を 営 む の に 支 障 が あ る も の （ 以 下 「 

要 介 護 者 」 と い う 。 ） の 介 護 そ の 他 の 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 

  （ 以 下 「 介 護 等 」 と い う 。 ）        当 該 介 護 等 
世 話              を 行 う 職 員 が 、      を 
                      当 該 世 話 

行 う た め 勤 務 し な い こ と が 相 当 で あ る と 認 め ら れ る 場 合 

  （ 第 17 号 及 び 第 ２ 項 省 略 ） 

（ 介 護 等 に つ い て の 申 出 が あ っ た 場 合 に お け る 措 置 等 ） 
 

第 ５ 条 の ３  任 命 権 者 は 、 職 員 か ら 配 偶 者 等 が 当 該 職 員 の 介 護 等 を 
 

必 要 と す る 状 況 に 至 っ た こ と の 申 出 が あ っ た と き は 、 当 該 職 員 に 
 

対 し て 、 仕 事 と 介 護 等 と の 両 立 に 資 す る 制 度 又 は 措 置 （ 以 下 「 介 
 

護 両 立 支 援 制 度 等 」 と い う 。 ） そ の 他 の 事 項 を 知 ら せ る と と も に 
 

、 介 護 両 立 支 援 制 度 等 の 請 求 又 は 申 告 に 係 る 意 向 を 確 認 す る た め 
 

の 面 談 等 の 措 置 を 講 じ な け れ ば な ら な い 。 
 

２  任 命 権 者 は 、 職 員 に 対 し て 、 当 該 職 員 が 40 歳 に 達 し た 日 の 属 す 
 

る 休 暇 年 度 に お い て 、 前 項 に 規 定 す る 事 項 を 知 ら せ な け れ ば な ら 
 

な い 。 
 

13



市第２号 

（ 勤 務 環 境 の 整 備 に 関 す る 措 置 ） 
 

第 ５ 条 の ４  任 命 権 者 は 、 介 護 両 立 支 援 制 度 等 の 請 求 又 は 申 告 が 円 
 

滑 に 行 わ れ る よ う に す る た め 、 次 に 掲 げ る 措 置 を 講 じ な け れ ば な 
 

ら な い 。 
 

(1)  職 員 に 対 す る 介 護 両 立 支 援 制 度 等 に 係 る 研 修 の 実 施 
 

(2)  介 護 両 立 支 援 制 度 等 に 関 す る 相 談 体 制 の 整 備 
 

(3)  そ の 他 介 護 両 立 支 援 制 度 等 に 係 る 勤 務 環 境 の 整 備 に 関 す る 措 
 

 置  
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